
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅲ章 第３期創生総合戦略 
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令 和 ７ 年 ７ 月 31 日
令和７年度　 第１回行政
アドバイザー会議 資料４



 

 

１. 創生総合戦略の趣旨 

（１） 背景 

国は、平成 26 年（2014 年）に「まち・ひと・しごと創生法」を制定し、同年 12 月 27 日に

人口の現状と将来の展望を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と施策の方向を

示す「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決定しました。 

また、国の長期ビジョン及び総合戦略を勘案した地方版の人口ビジョン及び総合戦略の策定

が地方公共団体の努力義務とされ、本市もその必要性から平成 28 年（2016 年）３月「芦屋市

創生総合戦略（芦屋市人口ビジョン・芦屋市総合戦略）」を策定しました。 

国は、令和４年（2022 年）12 月に、第２期「まち・ひと・しごと創成総合戦略」の改訂に

合わせて、その名称を「デジタル田園都市国家構想総合戦略」に変更しました。デジタル田園

都市国家構想総合戦略では、デジタルの力を活用し、全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせ

る社会の実現を目指すものとしています。 

本市においても、国の新たな総合戦略や社会経済の変化を踏まえ、第３期創生総合戦略を策

定します。 

 

■ 国におけるデジタル田園都市国家構想総合戦略の方向性 

デジタル田園都市国家構想総合戦略では、デジタルの力を活用した地方の社会課題解決に向

けた４つの「施策の方向」が示されています。本市においても、デジタル活用の視点を取り入

れ、新たな第３期創生総合戦略及びそれに基づく具体的な事業を検討していきます。 

 

  

「まち・ひと・しごと創生法」の施行、公布〔平成 26 年 11 月〕

〈目的〉

・少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかける

・東京圏への人口の過度の集中を是正

・地域での住みよい環境を確保し、将来にわたって活力ある日本社会を維持する

①地方に仕事をつくる
スタートアップ・エコシステムの確立、中小・中堅企業DX（キャッシュレス決済、シェアリングエコ
ノミー等）、スマート農林水産業・食品産業、観光DX、地方大学を核としたイノベーション創出 等

②人の流れをつくる
「転職なき移住」の推進、オンライン関係人口の創出・拡大、二地域居住等の推進、
地方大学・高校の魅力向上、女性や若者に選ばれる地域づくり 等

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる
結婚・出産・子育ての支援、仕事と子育ての両立など子育てしやすい環境づくり、
こども政策におけるDX等のデジタル技術を活用した地域の様々な取組の推進 等

④魅力的な地域をつくる
教育DX、医療・介護分野DX、地域交通・インフラ・物流DX、まちづくり、
文化・スポーツ、国土強靱化の強化等、地域コミュニティ機能の維持・強化 等
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■ 本市における第２期創生総合戦略の取り組みと第３期の進め方  

本市では、国・県の創生総合戦略を踏まえ、人口ビジョンから見える課題や社会増減・自然

増減の状況を鑑み、人口減少を緩和するため２つの基本目標と４つの戦略分野のもと、各施策

に取り組みました。 

第５次総合計画後期基本計画策定のための市民アンケートや対話集会、転入アンケートや総

合計画審議会、行政アドバイザー会議などのさまざまなご意見に留意し、第２期創生総合戦略

の方向性を踏襲しつつ、国のデジタル田園都市国家構想総合戦略を踏まえた新たな視点も加え

て「第３期芦屋市創生総合戦略」を策定します。 

図表１-１ 第２期創生総合戦略の体系 

 

 

（２） 第３期創生総合戦略の期間 

計画期間は第５次総合計画後期基本計画と同一とし、令和８年度（2026 年度）から令和 12

年度（2030 年度）までの５年とします。 

 

（※）芦屋市人口推計結果（令和 6 年度）ｐ.17 参照 

  

第２期芦屋市創生総合戦略の概要

＜基本目標＞ ＜戦略分野＞

基本目標１
子育ての希望がかなう

基本目標２
人がつながり活躍し、暮らしの魅力が
高まる住宅都市

Ⅰ. 良質な住まい・住環境の形成
Ⅱ. 教育・保育環境の充実

Ⅰ. 良質な住まい・住環境の形成
Ⅱ. 地域における福祉の充実
Ⅲ. 安全・安心なまちづくりの推進
Ⅳ. 地域の活性化

第５次芦屋市総合計画

基本構想

基本計画

実施計画

芦屋市人口ビジョン

芦屋市人口ビジョン

めざす方向性
令和42年（2060年）の人口を設定（※）

基本目標

取組施策
基本目標達成に向け総合計画（基本計画）から抽出

重点プロジェクト
分野を超えて重点的に推進する施策
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２. 人口推計の概要 

（１） 本市における人口の現状 

増加傾向にあった本市の人口は、平成 27 年（2015 年）の 95,350 人をピークに減少傾向に

あります。令和２年（2020 年）以降、減少がやや緩やかになりますが、令和５年（2023 年）

には 93,814 人まで減少しています。 

人口が変化する要因のうち社会増減については、2014 年から 2015 年にかけて転出超過に転

じたものの、2017 年には転入超過に戻り、近年も転入超過の状況で推移しています。特に、神

戸市をはじめとする近郊都市からの転入が多くなっていますが、関東圏の東京都や神奈川県に

対しては転出超過の状況にあります。 

自然増減については、平成 22年度（2010 年度）に死亡数が出生数を上回って以降、自然減

で推移しており、減少幅は拡大傾向にあります。少子高齢化の進行に伴い、この傾向は今後も

継続することが予測されます。 

また、令和２年（2020 年）の合計特殊出生率は、全国と同水準にありますが、兵庫県下にお

いては低位となっています。 

図表２-１ 本市人口の概要 
 

区分 概要 

人口 

●平成 27 年（2015 年）95,350 人をピークに減少 

●令和２年（2020 年）以降は、減少がやや緩やかに 

●令和５年（2023 年）時点で 93,814 人 

 

社会増減 

●一部の年を除いて転入超過で推移している 

●転入超過の特徴： 

兵庫県内では神戸市（特に東灘区）からの転入が多い 

●転出超過の特徴： 

東京都、神奈川県への転出が特に多い 

進学・就職にともなう転出であると考えられる 

自然増減 

●平成 22 年度（2010 年度）に自然減となって以降、減少幅は拡大

傾向 

●本市の合計特殊出生率（2020 年 1.31）は、兵庫県下において

低位であり、兵庫県平均（同年 1.39）を下回る。 

注：合計特殊出生率は、兵庫県の公表値に基づく。 
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図表２-２ 社会増減数の推移 

 

資料：芦屋市市民課 

 

図表２-３ 他地域との転出入の状況（2023 年） 

 

資料：総務省「住民基本台帳移動報告」 
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図表２-４ 自然増減数の推移 

 

資料：芦屋市市民課 

 

図表２-５ 合計特殊出生率の推移 

 
資料：兵庫県資料 
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（２） 将来の展望 

芦屋市人口ビジョン（令和３年（2021 年）９月改訂）では、本市の将来目標人口を 65,000

人以上と定めました。その一方で、今回実施した社人研に基づく推計では、65,000 人を上回る

見込みであるため、同人口ビジョンは堅持しつつ、さらなる高みを目指し、少子高齢化対策と

して、めざす方向性を設定します。 

芦屋市の今後の目標人口の検討のため、転入超過状況にある年齢層の社会増加がさらに拡大

し、より具体的な仮定を設定した推計とし、以下条件でシミュレーションを実施しました。 

なお、この場合、将来推計人口は、2060 年時点で約８万人を達成する見込みです。 

図表２-６ 人口の将来推計（「社会増」を実現） 

 
注 ：2020 年から 2025 年にかけて、毎年 200 世帯が増加すると仮定している。 

資料：芦屋市人口推計結果（令和６年度） 

 

図表２-７ 将来の合計特殊出生率・子ども女性比 

 実績 人口の将来推計における仮定値 

2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 2055 年 2060 年 

合計特殊

出生率 
1.31 1.35 1.39 1.43 1.43 1.43 1.44 1.49 1.49 

子ども女

性比 
0.272 0.262 0.268 0.274 0.273 0.275 0.271 0.271 0.271 

注１：2020 年の合計特殊出生率実績値は兵庫県の公表値に基づく。 

注２：2025 年以降の合計特殊出生率は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口 令和５(2023)年推計」にお

ける芦屋市の子ども女性比仮定値をもとに換算している。 
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図表２-８ 「めざす方向性」を達成した場合の総人口・年齢４区分人口 

 

資料：芦屋市人口推計結果（令和６年度） 

 

 

図表２-９ 「めざす方向性」を達成した場合の総人口・年齢４区分人口構成比 

 
資料：芦屋市人口推計結果（令和６年度） 
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３. 転入アンケートの概要 

（１） 調査目的 

転入アンケートは、芦屋市に新たに転入された方を対象に、居住のきっかけやお住まいを選

ばれるときの関心事項などについて調査を実施し、今後の市政運営やまちづくりに活用するこ

とを目的として実施しました。 

 

（２） 調査概要 

調査概要は以下の通りです。 

実施期間 令和５年６月１日（木）～令和６年３月 31日（日） 

※配布は、令和６年３月 29 日（金）まで 

対象者 上記期間に新たに芦屋市に転入して来られた方 

回答方法 市民課の窓口で配布し、オンラインもしくは窓口にて回収 

回答数 430 件 

その他 アンケートは無記名で実施 

日本語版以外に、英語・中国語・韓国語・スペイン語版を作成・配布 

 

（３） 調査結果のポイント 

アンケートの回答者は 20歳代が最も多く、次いで 30 歳代が多くなっており、転入者に占め

る若年層の割合が高いことを反映していると考えられます。 

転入前の居住地は神戸市や西宮市など近隣自治体からの転入が中心ですが、東京圏（１都 3

県）からの転入も目立ちます。 

転入のきっかけとして最も多いのは、就職・転職・転勤など仕事の都合によるものです。次

いで、環境をよりよくするために芦屋市に転入して来られる方が多いということが分かりまし

た。 

芦屋市に転入を決めた時に重視した項目としては、通勤通学など交通の便が良いことが最も

多く挙げられており、阪神間に位置しており大阪市にも神戸市にも電車一本でアクセスできる

立地がポイントとなっていることが分かりました。次いで、まちなみが美しいこと、地域イメ

ージが良いこと、自然環境が豊かであることが続いています。芦屋市の洗練された住宅都市と

しての魅力が、転入先として芦屋市を選ぶ理由の一つになっていると考えられます。 

引っ越し先を選択する際の情報の入手先については、知人からの情報が最も多く、次いでイ

ンターネットでの情報（市のホームページ以外）が多いことが分かりました。情報入手先の傾

向を踏まえた効果的な情報発信が求められます。 
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４. 第２期創生総合戦略の評価 
 

（１） 第２期創生総合戦略の概要 

第２期創生総合戦略では、２つの基本目標と４つの戦略分野のもと、各施策に取り組みまし

た。 

 

（２） 第２期創生総合戦略の評価 

基本目標１は、２つの指標において目標値を達成できていません。子育て世代の声を丁寧に

聞き取り、ニーズにあった支援策の検討や、行政と地域の連携強化などを行い、施策に反映さ

せていくことが必要だと考えられます。目標の実現には、多角的な視点から現状を分析し、具

体的な改善策を講じていくことが求められます。 

指標 
第２期戦略 

策定時実績 

第２期戦略 

策定時目標 
最新実績 

①合計特殊出生率 
1.35 

(H30(2018)) 

1.41 1.31 

（R2（2020）） 

②子育て世代の保護者の子育て環

境や支援への満足度（％） 

23.6 

(R2(2020)) 

29.0 23.0 

（R5） 

 

基本目標 2では、2 つの指標において目標値を達成しています。恵まれた自然環境や交通の

利便性などの立地条件を活かし、まちなみの美しさと安全性を維持・向上させることで、本市

の魅力を継承しつつ、まちづくりの担い手育成や地域活動の活性化に取り組めていると考えら

れます。 

指標 
第２期戦略 

策定時実績 

第２期戦略 

策定時目標 
最新実績 

①人口の社会増人数（５年間計） 

103 人 

(H30(2018) 

～R1(2019)) 

920 人 

(R3(2021) 

～R7(2025)) 

1,225 人 

(H30(2018) 

～R4(2022)) 

②市民の定住意向の割合（％） 
84.3 

(R2(2020)) 

84.3 86.4 

（R6） 
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５. 第３期における地方創生の考え方と基本目標 
 

(１) 基本的な考え方・目的 

  第２期創生総合戦略の戦略期間から引き続き、人口の減少が続いています。そういった人口

減少の状況に適応し、本市が、住みたくなる・住み続けたい魅力的なまちとして持続的に発展

していくために、行政のみならず市民、地域団体、事業者等の多様な主体の連携・協働を推進

し、それぞれの強みを活かしたまちづくりに取り組みます。 

 

（２）基本目標 

第２期創生総合戦略で掲げた２つの目標を踏まえ、施策を推進します。 

 

基本目標１ 子育ての希望をかなえ、未来を拓く公正で最適な学びを

進める 

～[人口減少の緩和]～ 

市民、地域団体、NPO、行政など多様な主体がつながる力を発揮、連携しながら、こどもや

子育て家庭のそれぞれの状況に応じた切れ目のない支援や、仕事と子育てを両立できる環境の

整備、こどもたちが未来を自ら切り拓くための質の高い教育機会の提供を図ります。 

指標 
第２期戦略 

策定時実績 

第２期戦略 

策定時目標 
最新実績 目標 

①子ども女性比 
0.272 

(R2(2020)) 

－ ● 

（R6（2024）） 

● 

②子育て世代の保護者の

子育て環境や支援への

満足度（％） 

23.6 

(R2(2020)) 

29.0 23.0 

（R5） 

29.0 

注： 「-」は、第３期創生総合戦略策定時に新設したため、第２期創生総合戦略には表示が無かったもの。 

 

基本目標２ 災害への強く・柔軟な対応力を有し、人がつながり活躍で

きる魅力的な住宅都市を創造する 

～[人口減少への適応][人口減少の緩和]～ 

自然豊かな環境と優れた交通アクセスに恵まれた本市は、引き継いできた美しい景観を大切

にしながら、より安全で魅力的なまちへと発展させていきます。互いの違いを認めつつ、まち

づくりの担い手を育み、だれ一人取り残さない地域社会の実現を目指します。また、いかなる

災害からも市民の安全を確保し、強く・柔軟な対応力を持つ都市機能の強化を図ります。 

 

指標 
第２期戦略 

策定時実績 

第２期戦略 

策定時目標 
最新実績 目標 

①人口の社会増人数（５年

間計） 

103 人 

(H30(2018) 

～R1(2019)) 

920 人 

(R3(2021) 

～R7(2025)) 

1,225 人 

(H30(2018) 

～R4(2022)) 

●人 

(R8(2026) 

～R12(2030)) 
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②市民の定住意向の割合

（％） 

84.3 

(R2(2020)) 

84.3 86.4 

（R6） 

86.4 
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６. 取組施策 
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７. 重点プロジェクト 

（１） 重点プロジェクトの考え方 

第２期創生総合戦略に引き続き、第３期創生総合戦略においても、分野を超えて重点的に推

進するプロジェクトとして、３つの重点プロジェクトを設定します。 

第３期創生総合戦略では、第１期・第２期で進めてきた事業の趣旨を継承しつつ、新たに教

育・防災の観点から取組の充実を図ることで、本市の魅力をさらに高めていきます。 

 

（２） 本市の強みと弱みの整理 

創生総合戦略の策定に向け、伸ばすべき強みと改善すべき弱みといった本市の特性を、統計

情報や市民アンケートの結果などに基づき、以下のとおり整理しています。 

 

 

（３） 行政アドバイザー会議と市民からの意見 

行政アドバイザー会議において、次の点に留意して施策を進めるべきとの意見が提出され

ています。 

・７月３１日（木）開催予定の行政アドバイザー会議にて頂いた意見を掲載予定

です。 

 

また、市民意識調査で、次のような施策を重視してまちづくりを進めるべきとの意見をい

ただきました。 

・こども・若い世代に住みやすいまちづくり 

・教育に力を入れたまちづくり 
・災害時の対策・防災の強化 
・住み続けたい・住んでみたいと思えるまちづくり 

・地域交流の活性化 
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（４） 方向性 

以上の分析や意見をもとに、次の３つの方向性で重点プロジェクトを設定します。 

NO 現状 対応 プロジェクト名 

１ 
①人口の減少 
②子育て世代の転
入は堅調 

◆子育て世代の希望をかなえる 

◇これまで培ってきた他市にはない子
育て施策や教育の良さの継承 

◇子育て世代に選ばれるまちへ、市内外
を問わず魅力を積極的に発信 

芦屋のみんなで
子育てを応援す
る 

２ 

①地域のつながり
が希薄化 

②昼間人口の低い
割合 

◆地域力を高める 

◇まちに我が事として関わる人の増加 
◇企業、団体や地域と多様に関わる人々

（関係人口）がつながる仕組みづくり 

芦屋の未来へ、多
様なつながりで
新たなまちのチ
ャレンジ 

３ 

①若年層の著しい
転出 

②30 歳代以降の転
入は堅調 

③洗練された住宅
地としてのイメ
ージ 

◆まちの魅力を向上させる 

◇これまで積み上げられた資源の活用 
◇多様な人々による賑わいのエリアの

創出 
◇公共施設の最適配置に伴うエリアマ

ネジメントの推進 

ともに進めるエ
リアマネジメン
ト 

 

 

図表７-１ 第３期創生総合戦略体系と重点プロジェクトの関係 

 

 

  

※第３期創生総合戦略の表現に調整予定です。 
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 重点プロジェクト１  

芦屋のみんなで子育てを応援する 

基本目標１：子育ての希望をかなえ、未来を拓く公正で最適な学びを進

める 
＜コンセプト＞ 

魅力的な子育て環境と「こどもまんなか社会」の実現に向け、地域や事業者などの関係者と

連携しながら、ニーズに応じた多様な子育て支援サービス、こどもや子育て家庭に寄り添った

悩みや不安への対応、こどもの健やかな成長を促す教育や保育の提供など、妊娠期から子育て

期までの切れ目ない支援を進めます。 

また、本市の教育では、一人ひとりの個性や特性、興味関心、理解度等を踏まえた、一人ひ

とりに公正で最適な学び方（ちょうどの学び）を推進します。 

さらに、子育て支援サービスや教育を中心に、芦屋の多様な主体による子育てを応援する取

組を市民に分かりやすく伝え、「みんなで子育てを応援してくれるまち」として、芦屋市の魅

力をさらに高めていきます。 

 

＜具体的な事業の例＞ 

• 就学前教育・保育施設の整備や官民連携による教育・保育の質の向上 

• 成長の段階に合わせた多様な「こどもの居場所」の連携 

• こどもも親もいきいきと暮らせる支援体制 

• 時代に応じた質の高い教育・保育環境の整備 

• Ashiya PEACE プロジェクトの推進 
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 重点プロジェクト２  

芦屋の未来へ、多様なつながりで新たなまちのチャレンジ 

基本目標２：災害への強く・柔軟な対応力を有し、人がつながり活躍で

きる魅力的な住宅都市を創造する 
 

＜コンセプト＞ 

まちに愛着のある市民、企業、団体や地域と多様に関わる人々（関係人口）等がつながりを

もつ機会や場を増やし、時代の変化やそれぞれの課題に応じた協働を促進させる人材を発掘・

育成します。そして、多様な主体が集う相乗効果により、新たな可能性の発見や地域の課題解

決を達成することで、より暮らしやすいまちの実現を目指します。 

 

 

＜具体的な事業の例＞ 

• 官民を超えて目的の達成に向かう職員の育成 

• 地域と多様に関わる人 （々関係人口）も含めた多様な主体が連携できる地域のプラットフォー

ムづくり 

• 部活動の地域展開 

 

  

みんなのつどい場 

芦屋で集い、語り、つながる 

“あったらいいな”の居場所

を見つける 

防災総合訓練 

地域の防災活動との連携を通

して、災害を正しく知り、正

しく恐れる 
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 重点プロジェクト３  

ともに進めるエリアマネジメント 

基本目標２：災害への強く・柔軟な対応力を有し、人がつながり活躍で

きる魅力的な住宅都市を創造する 
 

＜コンセプト＞ 

公共施設等総合管理計画及び公共施設の最適化構想に基づく施設の再配置にあたっては、将

来にわたる施設利活用を踏まえ、縮小しながら充実させていく「縮充1」の概念を取り入れると

ともに、エリアマネジメントの視点で取り組みを進めます。 

また、本市の中心拠点であるＪＲ芦屋駅周辺と阪神芦屋駅周辺を結ぶ個性的な店舗などが緩

やかに集まる地区と魅力的な景観が広がる芦屋川沿いをブランディングエリアとして、地域・

事業者・行政など多様な主体が連携して公共空間の利活用を進め、活性化に取り組んでいます。 

JR 芦屋駅南地区再開発事業との連動、エリア内の歴史的建造物など文化的な資源の活用と

ともに、起業や市民活動を支援し、賑わいや自己実現の場などをデザインすることに併せて、

市内回遊性を高め、市全体への効果の波及を目指します。 

 

 

＜具体的な事業の例＞ 

• 旧宮塚町住宅や宮塚公園を活用した、人が集い交流する場の創出 

• 歴史的建造物など文化的な資源、商業資源、景観資源の複合化による回遊性の向上 

• 時代の流れと市民ニーズに合わせた公共施設の新たな使い方の実現 

・道路や公園など公共空間の新たな利活用の推進 

• JR 芦屋駅の南北の人の流れを接続する 

 

 
1 縮充：人口や税収が縮小しながらも地域の営みや住民の生活が充実したものになっていくこと。ここでは施設

は縮小するものの、機能やサービスを充実させること。 
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